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序　　　　文　　　序　　　　文　　　序　　　　文　　　序　　　　文　　　序　　　　文　　　

　日本国政府はザンビア共和国（以下、ザンビアと略す）政府の要請に基づき、同国のルサカ市

未計画居住区住環境改善計画調査を実施することを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施す

ることといたしました。

　当事業団は、本格調査に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、平成10年５月17日

から６月５日までの20日間、及び同年10月11日から11月９日までの30日間にわたり、当事業団保

科秀明国際協力専門員を団長とする事前調査団を現地に派遣しました。

　調査団は本格調査に係る要請の背景等を確認するとともに、同国政府の意向を聴取し、かつ現

地調査の結果を踏まえ、同国政府との間に本格調査に関する実施細則（Ｓ／Ｗ）及び協議議事録

（Ｍ／Ｍ）に署名しました。

　本報告書は、引き続き実施を予定している本格調査に資するために、今回の調査結果を取りま

とめたものです。

　終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

平成11年２月

国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団
理事理事理事理事理事　泉　堅二郎　泉　堅二郎　泉　堅二郎　泉　堅二郎　泉　堅二郎























略語表略語表略語表略語表略語表

ＡＨＦ African Housing Fund

ＢＨＮ Basic Human Needs

ＣＢＯ Community Based Organization

Ｃ／Ｐ Counterpart

ＥＳＡＣ Economic and Social Adjustment Credit

ＦＺＲ Forum of Zone Representatives

ＨＲＰ Health Reform Programme

ＬＣＣ Lusaka City Council

ＬＷＳＣ Lusaka Water Supply and Sewage Company

ＭＦＥＤ Ministry of Finance and Economic Development

ＭＬＧＨ Ministry of Local Government and Housing

Ｍ／Ｐ Master Plan

ＰＨＣ Primary Health Care

ＰＬＡ Participatory Learning Appraisal

ＰｏＣＵＭＡＳ Promotion of Community Managed Urban Services

ＰＲＡ Participatory Rural Appraisal

ＰＵＳＨ Project Urban Self-Help

ＲＤＣ Resident Development Committee

ＳＬＰ Sustainable Lusaka Programme

ＵＲＷＳＰ Urban Restructuring and Water Supply Project

ＷＦＰ World Food Programme

ＺＤＣ Zone Development Committee

ＺＤＨＳ Zambia Demographic and Health Survey



目　　　　次目　　　　次目　　　　次目　　　　次目　　　　次

序　　文

写　　真

略 語 表

第１章　事前調査（予備調査並びにＳ／Ｗ協議）の概要 ………………………………………… 1

１－１　要請の背景 …………………………………………………………………………………… 1

１－２　調査の目的 …………………………………………………………………………………… 2

１－３　調査団の構成 ………………………………………………………………………………… 2

１－４　調査の日程 …………………………………………………………………………………… 3

１－５　協議の概要 …………………………………………………………………………………… 4

１－６　今後の課題 …………………………………………………………………………………… 6

第２章　本格調査への提言 ……………………………………………………………………………… 7

２－１　団長所感 ……………………………………………………………………………………… 7

２－２　本格調査の実施方針 …………………………………………………………………………13

２－２－１　調査実施上の留意点…………………………………………………………………13

２－２－２　本格調査の目的 ………………………………………………………………………17

２－２－３　調査対象地域 …………………………………………………………………………18

２－２－４　調査業務の範囲 ………………………………………………………………………18

２－２－５　調査業務の内容 ………………………………………………………………………19

２－２－６　調査報告書 ……………………………………………………………………………28

２－２－７　調査工程のモデル案…………………………………………………………………29

２－２－８　業務量の目途 …………………………………………………………………………30

付属資料

資料１　都市計画の概要 ………………………………………………………………………………33

１－１　都市化の動向 ………………………………………………………………………………33

１－２　ザンビアの都市計画法規…………………………………………………………………33

１－３　ルサカ市都市計画の概況…………………………………………………………………35

　１－３－１　ルサカ市都市計画の歴史・概要 ………………………………………………35

　１－３－２　ルサカ市の都市計画………………………………………………………………38



資料２　ルサカ市都市環境整備の現況……………………………………………………………… 42

２－1　インフラストラクチャー整備の状況 …………………………………………………… 42

　２－１－１　ルサカ市の上水道事業…………………………………………………………… 42

　２－１－２　ルサカ市の下水道事業…………………………………………………………… 49

　２－１－３　ゴミ収集・処分の状況…………………………………………………………… 52

　２－１－４　道路の状況 ………………………………………………………………………… 57

　２－１－５　雨水排水施設の状況……………………………………………………………… 60

２－２　社会サービス状況 ………………………………………………………………………… 60

　２－２－１　保健医療 …………………………………………………………………………… 60

　２－２－２　教育 ………………………………………………………………………………… 62

２－３　関連行政組織 ……………………………………………………………………………… 63

　２－３－１　中央政府機関 ……………………………………………………………………… 64

　２－３－２　ＬＣＣ ……………………………………………………………………………… 65

　２－３－３　財政状況 …………………………………………………………………………… 69

資料３　コンパウンドの現状 ………………………………………………………………………… 72

３－１　コンパウンドの一般的な状況…………………………………………………………… 72

３－２　対象８コンパウンドの概況……………………………………………………………… 77

　３－２－１　インフラストラクチャーの整備状況 ………………………………………… 77

　３－２－２　社会サービス状況………………………………………………………………… 80

　３－２－３　対象コンパウンドのニーズ …………………………………………………… 81

　３－２－４　社会的・組織的状況……………………………………………………………… 83

　３－２－５　参加型開発の可能性……………………………………………………………… 91

資料４　主要援助機関・ＮＧＯの動向……………………………………………………………… 95

４－１　国際機関 …………………………………………………………………………………… 95

４－２　主要援助国 ……………………………………………………………………………… 100

４－３　ＮＧＯの活動 …………………………………………………………………………… 105

資料５　Ｓ／Ｗ、Ｍ／Ｍ …………………………………………………………………………… 112



－1－

第１章　事前調査（予備調査並びにＳ／Ｗ協議）の概要第１章　事前調査（予備調査並びにＳ／Ｗ協議）の概要第１章　事前調査（予備調査並びにＳ／Ｗ協議）の概要第１章　事前調査（予備調査並びにＳ／Ｗ協議）の概要第１章　事前調査（予備調査並びにＳ／Ｗ協議）の概要

１－１　要請の背景１－１　要請の背景１－１　要請の背景１－１　要請の背景１－１　要請の背景

(１) ザンビアの首都ルサカ市は、本来人口50万人を想定して計画された都市であるが、現

在人口は160万人（1995年現在）とも200万人ともいわれており、上下水道、配電網、道

路、医療、学校、廃棄物処理等、社会インフラ・サービスが不足している。さらに、平

均人口増加率3.4％を大きく上回る、ルサカ市の人口増加（1992年の統計による過去10年

間平均6.2％）は、周辺農村地域からの人口流入によりもたらされているもので、とりわ

け未計画居住区の人口増加率は10％を超えるものと推定される。

(２) ルサカ市が急速に膨張する過程において、当初の都市計画において認定されていなかっ

た未計画居住区が市の中心部や周辺部に自然発生的に拡大した。これらは、｢コンパウン

ド」とよばれ、順次正規居住区化され、国や市により社会インフラ・サービスの整備が

進められてきた。現在、33か所の居住区が存在し、約100万人が生活している。しかし、

依然として15か所が正規居住区化されておらず、水道・衛生施設、学校、診療所等の社

会インフラ・サービスが整備されていない。

(３) ルサカ市は、1991年に制定された地方自治法により、市民の住環境改善にかかわる広

範な権限を国から委譲されている。しかし、構造調整計画の進行に伴い、財源や行政機

構が大幅に改革されつつあるため、これらの新たな役割を担い得ない状況にあり、受益

者負担を基本とする諸施策を進めつつある。このような状況のなかで、何らかの対策を

迫られている15か所の未計画居住区について、住民に一定の負担を求めつつ正規居住区

化する方針を固めている。

(４) 他方、未計画居住区において、住民がドナー、ＮＧＯの支援を得て主体的に自らの住

環境を改善する試みが実施されている。しかし、これらの事業は必ずしも包括的なもの

ではなく、また、住民組織とルサカ市当局（Lusaka City Council：ＬＣＣ）との連携

が十分に図られておらず、市の行政の一環として位置づけられた持続可能かつ効果的な

モデルの開発が急がれている。

(５) 以上の背景の下、1996年11月ザンビアは、ルサカ市の都市開発基本計画及び未計画居

住区の改善計画から成る総合的な都市開発基本計画の策定に係る協力を、我が国に要請

した。これを受け、1998年５月に予備調査を実施し、関係機関との協議において、前者
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には世界銀行が既に着手しているため、我が国の協力の対象としては、後者に絞り込む

ことが確認された。

(６) これを受けて、1998年５月に予備調査団を、その後10月に事前調査団を派遣し、10月

19日にＳ／Ｗ署名・交換を行った。

１－２　調査の目的１－２　調査の目的１－２　調査の目的１－２　調査の目的１－２　調査の目的

　ルサカ市未計画居住区の住環境改善を図るため、市の行政能力の強化、コミュニティにおける

資源動員、住民組織と地方自治体との連携システムのあり方を、財源や適正技術をも踏まえ検討

し、持続的に実施可能な住環境改善計画を策定する。幅広い要請内容から問題点を整理し課題を

絞り込み、関係援助機関の動向を踏まえ事業化の方向性を探るとともに、調査方針の協議、先方

実施体制の確認を行った。

１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成

予備調査団

　氏　名 担　当 所　　　属 派遣期間

保科　秀明 総括／環境改善 国際協力総合研修所国際協力専門員 ５月17日～６月５日

武政　功 都市計画 茨城県土木部都市局都市計画課長 ５月17日～６月１日

興津　圭一 調査企画
国際協力事業団社会開発調査部

５月17日～６月２日
社会開発調査第一課

田中　千聖 社会配慮
国際協力事業団社会開発調査部

５月17日～６月５日
社会開発調査第一課ジュニア専門員

横田　義昭 都市環境衛生 株式会社　日水コン ５月17日～６月５日

事前調査団

　氏　名 担　当 所　　　属 派遣期間

保科　秀明 総括／環境改善 国際協力総合研修所国際協力専門員 10月11日～10月22日

武政　功 都市計画 茨城県土木部都市局都市計画課長 10月11日～10月22日

田中　千聖 調査企画
国際協力事業団社会開発調査部

10月11日～11月９日
社会開発調査第一課ジュニア専門員

横田　義昭
都市環境・生活

株式会社　日水コン 10月11日～11月９日
関連インフラ

山崎　典和 社会配慮 株式会社　アイ・エヌ・エー 10月11日～11月９日
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　“Environmental Improvement of Unplanned Urban Settlements in Lusaka”

(２) 対象地区

　ルサカ市の主として周辺に点在し、今まで不法居住区として社会インフラ・サービス

が不備なコンパウンドのうち、現段階で公的認知（Recognition）が終了し、調査開始ま

でに正規居住区（Regularization）として認められるもの、さらに、援助機関等によっ

て介入が行われていない、Chazanga、Chiboliya、Freedom、Kalikiliki、Linda、

Mazyopa、N'gombe、Old Kanyamaの８コンパウンドを対象として含む。移転予定の地域

は含まれないことを確認した。

　MisisiとJohn Laingは、現在のビジネス地域を将来的に拡大する予定をもっており、

その予定地として移転対象となっているため、４月の書面では含まれていたが今回外さ

れた。また、Chaindaは、World Vision Zambia の活動により対象外となった。

(３) 調査の内容

　ザンビア側は、住民参加によるパイロット事業の計画・実施を通じた住環境改善計画

の策定を日本に要望した。

　調査は３フェーズから成り、前フェーズの結果を踏まえ次のフェーズへの移行を行う

ことを確認した。フェーズ分けは以下のとおりである。

第１フェーズ 現状分析

第２フェーズ アクション・エリア・プランの策定

第３フェーズ 短期整備計画の策定

　

(４) 実施機関

　ＭＬＧＨは実施監督機関であり、実行機関であるＬＣＣがカウンターパート（Ｃ／Ｐ）

である。以下は、確認事項である。

１) ステアリングコミッティ

　ＭＬＧＨを長とし、ＬＣＣをはじめ、ＭＦＥＤ等関係省庁や国際機関から成るステ

アリングコミッティを設置する。

２) テクニカルコミッティ

　ＬＣＣは、住民、Community Based Organization（ＣＢＯ)、ＮＧＯ、プライベー

トセクター等、stakeholdersを調整する役目を担う。テクニカルコミッティを、ス

ムーズなフローのために必要があれば組織する。
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(５) ザンビア側の便宜供与

　ザンビア側は、Ｓ／Ｗに記載の便宜供与事項に合意した。以下は、それに関する特記

事項である。

１) Ｃ／Ｐスタッフ

　ＬＣＣは、LCC Civic Center並びにパイロット調査を実施するコンパウンドにおい

て、Ｃ／Ｐとして適切な人材の配置はできるが、交通費については困難であるとの説

明があった。この旨日本側へ伝えることを約束した。

２) オフィススペース

　ＬＣＣは、市役所Civic Center内のオフィススペースに関しては提供は可能である

が、コンパウンド内では困難であるとの見解を示した。この旨日本側へ伝えることを

約束した。

１－６　今後の課題１－６　今後の課題１－６　今後の課題１－６　今後の課題１－６　今後の課題

　構造調整進行中で、ＭＬＧＨ並びにＬＣＣをはじめ関係省庁の組織構成が流動的である。ま

た、ザンビア側は、正規居住区化により税徴収を期待しているが、課税までの手続きは依然明確

ではない。
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第２章　本格調査への提言第２章　本格調査への提言第２章　本格調査への提言第２章　本格調査への提言第２章　本格調査への提言

２－１　団長所感２－１　団長所感２－１　団長所感２－１　団長所感２－１　団長所感

1998年５月29日

ザンビア国ルサカ市都市環境改善計画調査：

予備調査団・団長所感

予備調査団長

保科秀明

（国際協力専門員）

１．はじめに

　ザンビア政府は1996年11月、ルサカ市の都市環境改善計画調査の実施を日本政府に要請した。

その後1998年４月になって、ＬＣＣより、調査の内容を市内に散在する不法居住地区の改善計画

に修正すべく、公式文書が出された。本調査団はこうした経緯を踏まえ、要請内容の修正事由を

確認するとともに、要請内容の妥当性について検証し、これに基づいて開発調査実施の方針につ

いて検討することを目的としている。

２．協議の結果

　調査団は５月19日ルサカ入りし、同月29日にミニッツを交換して現地調査を終了した。協議は

ＭＦＥＤ、及びＣ／Ｐ機関と目されるＭＬＧＨ、ＬＣＣ等のザンビア当該政府機関はもとより、

各国ドナー機関（ＵＳＡＩＤ、ＤｆＩＤ、Irish Aid 等)、国際援助機関（世銀、ＵＮＣＨＳ／

ＨＡＢＩＴＡＴ、ＥＵ等）をはじめ、ＮＧＯｓ（World Vision、Care Zambia、ＨＵＺＡ等）

及び我が国無償資金協力による給水改善事業、ＪＩＣＡのプライマリー・ヘルス・ケア（ＰＨＣ）

プロジェクトの現地事務所を含む、幅広い関係者に対して行われた。

　その結果、

(１) 要請内容の変更については、ザンビアは世銀の援助により国の都市計画体系にかかわ

る計画制度の強化（都市地方開発法に基づくストラクチャー・プランとアクション・エ

リア・プラン、その実施に必要な地方自治体の計画行政職員の人材養成計画）を実施す

ることになっており、ルサカ市もその対象都市であり、当初の都市環境改善計画の内容

と重複を避けるために、特に不法居住地区環境改善計画に要請内容を絞ったという事情

が判明した。調査団としては、ストラクチャー・プランが確定するまでは、都市全体に

かかわる事業計画に着手することは困難であると理解するに至った。
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(２) 不法居住地区の環境実体は、基本的な基幹施設整備がないまま無秩序に住宅が建設さ

れ、基本的な生活条件が満たされないまま、非衛生かつ必要な社会サービスさえ受けら

れない状況にあることが判明した。その意味で不法居住地区の環境改善のニーズは極め

て高いと判断した。

(３) ＬＣＣの都市計画局はわずか２年前に設立され、その行政能力は極めて脆弱であり、

不法居住地区の改善事業の実施もままならず、切実に外国からの援助を求めている事情

が判明した。これは他国の援助機関やＮＧＯ組織が活発に住環境整備への援助を展開し

ていることからも裏づけられている。

(４) ＬＣＣの財政事情は国の経済事情のなかで、ほとんど開発投資能力がなく、地域の環

境改善にあたっても援助機関、ＮＧＯ等による活動に頼らざるを得ない状況にある。そ

うしたなかで多くのプロジェクトは、開発計画の立案、事業化の準備、事業の実施、そ

の後の維持・管理に至るまで、住民の主体的かつ自主的なイニシアティブに依存してい

る。これらを考慮すれば、開発計画のめざすところは、地域住民が具体的に必要とする

ものを、彼らの事業優先度に沿って、自分たちでできる事業を着実に実現するための方

策を策定することが求められているといえる。

(５) したがって本開発調査案件では、単に開発計画としての政策・事業提案にとどまらず、

住民が実施可能な事業水準の設定、簡便な工事技術支援のしかた、事業費の捻出方法、

維持・管理の技術開発や、これらを実際に運営するための住民の社会組織化といった調

査内容が重視されなければならないものと思慮される。

３．本調査実施にあたっての留意点

　本調査は、上記協議結果の内容を踏まえて、不法居住地区の環境改善計画の立案を目途とする

も、その実施にあたっては次の諸点に十分留意することが望まれる。

(１) ＬＣＣより提案されている不法居住地区は10地区あるが、それぞれの規模は大きく、

それらすべてを調査対象地区とすることはできない。最も優先度が高いと考えられる地

域を選定し、そこでの具体的な開発戦略を立案することとなろう。このとき、なぜその

地区を選定したかという一連の評価プロセスをできるだけ論理的に構築する必要がある。

地域の選定自体に透明性を確保し、ザンビア政府にも住民にも理解を徹底するべく留意

することが肝要である。この段階では、調査は１コンパウンドの範囲にとどまらず、ル

サカ市全域を対象とした分析が必要である。
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(２) 公共施設破壊をはじめとしたコンパウンド内で発生する様々なトラブルの実態を聴取

してみると、その多くは外部からの開発の働きかけに対して、住民は十分その意義と目

的を知らされておらず、いたずらに疑心暗鬼を募らせたり、過大な期待をもつことから

引き起こされていることが少なくないようである。一部には住民の教育不足や都市生活

のルールを知らない無知によるとの指摘もあるが、いずれにしても無用の誤解を避け、

積極的な協力を引き出すためにも、できる限り調査や事業の目的、方法、成果について

住民に知らしめるべく対策を講じる必要がある。特に調査開始時においては、市政府の

強力な支援を取りつけて、注意深く調査の透明性を高めることが留意されなければなら

ない。

(３) 計画対象地域においては、具体的な事業実施が求められているが、一般的な開発調査

のように、調査報告書を作成するだけでは事業化できない可能性が大である。そのため

には、目に見える成果を示すことによって、調査の有効性や住民に対する事業の信頼性

を醸成することが必要であり、開発調査の段階でモデル的にパイロット事業を実施する

ことが有効である。さらに、パイロット・プロジェクトの実施及び成果の評価を通じて、

住民参加型の事業化手法の改善に資することができる。

(４) ＬＣＣの要請によれば、具体的な事業内容としては道路の改善、上下水道施設の整備、

教育・保健施設の整備等があげられているが、学校や診療所など物的施設だけでは機能

せず、教師や医師の手当があって初めて効果を発揮するものもある。このような要望に

関しては、市政府の責任として人材の配置や資材の補給を裏づけなければならない。そ

の意味で、いかなる事業提案についても必ず、計画、事業実施、維持・管理のすべての

段階で、住民、市役所、調査団の機能分担と役割の定義を明確にし、明確な合意形成を

進めることに留意する必要がある。

(５) 加えて、開発調査には事業上の一定の限界があることを、あらかじめ住民、ＬＣＣに

周知徹底する必要がある。パイロット・プロジェクトも対象のコンパウンド全域に展開

するものではなく、一部地区に限定したモデル事業である。その意味で、開発調査終了

後どのようなフォローアップをするかの見通しを立てておくことが望ましい。ＪＩＣＡ

の技術協力あるいは無償協力案件としてどのような可能性があるかは、早い段階から検

討を進めることが肝要であろう。住民の生計改善のための小規模融資事業、病気や不意

の事態に対応する緊急融資制度事業などの導入可能性も、検討対象に含めることが望ま

れる。また継続的な事業支援体制として、協力隊のチーム派遣を一定期間行い、本調査
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の成果をより広い範囲に適用することも考慮されてよいと思慮される。

４．帰国後の対応

　調査団帰国後は帰国報告会を開催し、各関係機関の了承を取りつけたあと、Ｓ／Ｗ協議に向け

た準備に取りかかることになっている。次のＳ／Ｗミッションを早ければ1999年８月下旬に派遣

するべく、準備を急ぎたい。本件は通常の開発調査案件とは少しおもむきが異なるため、業務発

注にも手間どることが予想される。現地の実情をよく理解した調査団を構築するためには、地域

事情に詳しい外国のコンサルタントや、本件に協力的なＮＧＯの起用も考慮せざるを得ないもの

と思慮される。こうした点にも考慮しつつ、できる限り早急に調査実施体制を確立していきた

い。

以上
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1998年10月19日

ザンビア国ルサカ市非計画的居住地区環境改善計画調査

実施協議団・団長所見

調査団長：保科秀明

（国際協力専門員)

　本調査団は標記開発調査案件に関して、1998年10月11日～22日までザンビア国ルサカ市に派遣

され、ザンビアＣ／Ｐ機関であるＭＬＧＨを中心にＭＦＥＤ（援助窓口機関)、ＬＣＣ（調査実

施対象自治体）と、本件の実施の確認と実施方針について協議した。以下にその結果を取りまと

めて報告するものである。

　なお、調査団の一部は引き続き11月７日まで滞在し、事業実施に必要な条件の調査を続行す

る。

(１) 本案件名について、英文では“The Study on Environmental Improvement of The

Unplanned Urban Settlements in Lusaka, Zambia”とすることで合意した。和文名

については、暫定的に標記のような表現をとったが帰国後担当部の判断に任せたい。

(２) Ｓ／Ｗについて、別添協議書のように調査団とＣ／Ｐ機関（ＭＬＧＨ）の間で合意に

達した。事前に用意した協議書案の変更部分とその理由は、以下のとおりである。

１) 案件名の変更：変更後の結果は上記(１)のとおりだが、変更箇所は“In f o r m a l

Settlements”を“Unplanned Settlements”に変えた点である。理由は、前者の表

現は「不法居住地区」という意味だが、本件の対象である居住地区は「公的認知がなさ

れているが、計画的整備はされていない地区」であることに合意したためである。

２) 協議書の署名機関の変更：協議書案の署名機関はＭＬＧＨ、ＬＣＣであったが、こ

れをＭＬＧＨ、ＭＦＥＤとすることで合意した。理由は、二国間の協議書への署名は常

に中央政府が署名する建前であるとのこと、ＬＣＣはＭＬＧＨの監督下にあり、その責

任はＭＬＧＨが負うものであることを確認したためである。なおこの変更については

ＪＩＣＡザンビア事務所の立会いのうえ、合意した。

３) Scope of Studyの変更：協議書案に記載の記述は合意書にあるように変更が加えら

れたが、調査内容の実質的な変更は加えられていない。表現上の変更の理由は、

①調査スケジュールの３段階方式を一層明確化する必要があったこと（段階ごとの

レビューと次の調査内容の確認作業に特に留意するため)、

②調査項目として一部に現時点でまだ確定しきれないと思われる標記があったこと
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（ケース地区の数など)、

③二国間協力としてザンビア側に対する確約事項の標記については、可能な限り事

業実施上の自由度を確保することが望ましい（具体的な調査事項はＪＩＣＡ側の

自主性において、発注時の業務指示書にて確認することが適当）と判断したこ

と、

　などに基づく。

(３) 案件の実施体制について、実施監督機関はＭＬＧＨ、実行機関はＬＣＣと決まった結

果、ＭＬＧＨが主催するステアリングコミッティに加えて、実行上の技術的な問題に対

処すべく、必要に応じてＬＣＣが主催するテクニカルコミッティを組織するものとした。

住民参加型の調査では様々な個別の問題発生が想定されるため、これに備えるためであ

る。

(４) 協議書に添付されたＭ／Ｍには、ザンビア側の負担について述べられているが、その

うち調査団用の業務スペースは用意できるが、機材、事務機器等については手配が極め

て困難との理解を求められた。ルサカ市役所の現状をかんがみるに無理からぬ事情にあ

るといわざるを得ない。

　また機材についても、調査団の業務機材に加えて、市の計画・調整能力強化の必要性

を考慮すれば、ある程度の機材供与とオペレーション・トレーニングを行うことが望ま

れる。

　またＭ／Ｍには記載を避けたが、調査団の円滑な業務遂行のために２台程度の車両の

確保が必要になると見込まれる。

(５) 最後に今回の調査団のうち残存する団員について、持参した「事前調査における調査・

確認事項」の内容に沿って、更に調査を進めるべく作業分担や作業日程などを確認し団

内協議を終了した。団員は調査完了後、改めて在ザンビア日本大使館とＪＩＣＡザンビ

ア事務所への報告を済ませたあと、帰国する予定である。
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２－２　本格調査の実施方針２－２　本格調査の実施方針２－２　本格調査の実施方針２－２　本格調査の実施方針２－２　本格調査の実施方針

２－２－１　調査実施上の留意点

(１) タイムフレームワーク

　ザンビアでは、11～４月までかなり激しい降雨を伴う雨期であることから、施設建設

等においてそれが障害になり得ることも想定される。第２フェーズ以降の計画策定には、

この点を配慮することが必要である。

(２) マルチセクトラルな問題解決アプローチ

　未計画居住区において、住民のベーシック・ヒューマン・ニーズ（ＢＨＮ）が充足さ

れていない事実は明らかであり、優先順位をつけるとしても、単一の問題セクターのみ

を視野に入れて改善を図るのでは十分とは思われない。また、緊急的な改善を図る一方、

長期的展望にも立ち、問題解決のアプローチを時系列的に組み立てていくことが大切で

ある。

(３) 先行する援助機関やＮＧＯ等の経験の活用

　本調査の主要な目的は、従来公的サービスがなされていなかった未計画居住区の様々

な社会サービスを、地域コミュニティのイニシアティブを最大限活用しつつ整備するた

めの枠組みを確立することにある。このような試みは、これまでも様々な援助機関及び

ＮＧＯにより実施されてきたが、必ずしも実効的かつ持続的な枠組みを創出するには至っ

ていないものと思われる。この点を踏まえ、本調査においては、既往の関連事業の実施

状況を分析し、これらにおいて得られた知見や教訓を的確に分析したうえで本調査にお

けるモデル開発にフィードバックを行う。

　多くの援助機関やＮＧＯ等が未計画居住区改善のための活動を展開している。ＣＡＲＥ

によるアプローチを例にとれば、給水設備を住民組織化のドライビングフォースと考え、

水道施設の計画、建設、そして料金徴収を含めた維持管理体制を住民主導で確立してい

くことで、コミュニティの連帯、責任意識の醸成に努めている。そしてこれを礎にコミュ

ニティが小さな投入（主として資材、情報等、他に人材、資本等も想定される）で他の

事業を引き続き行えるよう、持続性に配慮している。

　これまでの経験を深くレビューし、問題点、留意点等を理解することが重要である。
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(４) 他機関との協調・連携

　世銀のUrban Restructuring and Water Supply Project (ＵＲＷＳＰ）は、ルサカ

市におけるストラクチャー・プランを包括している。本格調査実施時にはプラン策定の

ためのコンサルタントによる調査が開始されている予定であり、それとの整合性を今後

図ることが必要である。

　また、ＳＩＤＡ、ＣＡＲＥ等、他の援助機関が今回の対象８地区への関与の関心を示

している。ＭＬＧＨは、Irish Aid主導のＰｏＣＭＵＳ (Promotion of Community Man-

aged Urban Services)において、未計画居住区で住民参加型開発を展開・支援するド

ナーの調整を図ろうとしている。協調・連携を図っていくことが望まれる。

　

(５) ＮＧＯ、コンサルタント、学識経験者等の活用

　現地では、国際ＮＧＯ（ＣＡＲＥ、World Vision等）やローカルＮＧＯ、コンサルタ

ント、学識経験者等が、社会経済分析を含む現状分析をはじめ、住民の組織化、改善計

画の策定・実施・モニタリング・評価等において、リサーチャーとして、また、ファシ

リテーターやモービライザーとして、コンパウンドの開発に直接的又は間接的に関与し

ており、実績も能力もある。英語が公用語といえども、住民のなかには英語が話せない

人々が少なからずあり、社会的背景にも明るい現地人の最大限の活用が、(６)の持続可

能な観点からも期待される。

(６) 持続可能性の見地に立った資源の活用・動員並びに投入

　開発が継続性をもつために、地域コミュニティが負担を担いながら主体となり実現・

維持管理できる（シビルミニマムの）改善を念頭に置く必要がある。調達の継続性から、

現地資源の最大限の活用・動員が望まれる。また、投入（資材、人材、技術、情報等）

に関しては、適切な量、時期、方法等を考慮したい。

＊住民の参加に対して、安易に金銭の支払いを行うと、利己的な報酬のための「参加」

になりかねず、本来の住民参加の目的から外れてしまうことも予想される。(９)参照。

(７) 実施体制の強化

　ＬＣＣは、Ｃ／Ｐ機関として都市計画部、住宅・社会サービス部、土木部の３つの部

を想定している。ＬＣＣ自体、その能力強化の必要性を認めており、既存のストラク

チャーを活用するうえで、ワークショップ等適切な方法を適宜行いながら、強化してい

くことが望まれる。また、ＬＣＣ並びに関係省庁、世銀、Irish Aid等ドナー、ＣＡＲＥ

等ＮＧＯ、そして その他のstakeholdersとのネットワークの強化に資するような、ステ
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アリングコミッティ、テクニカルコミッティのあり方を考えていく必要がある。

(８) 技術移転

　地域コミュニティのイニシアティブに取り組んだ従来の援助が、必ずしも行政と地域

コミュニティの連携の点に焦点をあててこなかったこともあり、住民参加型の開発事業

に関する行政側の実施体制や経験は限られている。特に権限の委譲を受けて間もないル

サカ市においてはその傾向が顕著である。以上を踏まえ、本調査においては、ルサカ市

を中心とする行政側の能力向上に重点を置くものとし、その能力向上や組織強化のプラ

ンを策定するにとどまらず、調査の過程においても、住民参加型開発事業の計画策定や

監理の手法をＣ／Ｐに移転するよう十分配慮することが肝要である。

　設計・施工、修理等の技術的な技術のほか、アカウントやマネージメント、リーダー

シップ、協調及び調整能力等、持続可能な開発のために、必要な技術を適切な手法で移

転していくことが望まれる。

(９) 「参加型」とは

　住民のプロジェクトへの参加形態は多様である。災害時の緊急援助に代表される物資

やサービスを受け取るだけの受け身の立場や、技術をもたないが日雇い労働者として工

事へ加わることを、プロジェクトへの参加とみなすことがないわけではない。プロジェ

クトへ住民の意見を反映させようと、計画策定の前にインタビュー等で、住民の声を聞

く過程を設けることもあるであろう。しかしながら、住民の声を聞き、例えば水が最大

のニーズだとして把握できたとしても、その対処法を住民を除外して策定するのであれ

ば、給水設備の工事の一部を担うことがあるにせよ住民参加と考えることは難しい。ま

た、その一方で、政府関連機関と関係が希薄な草の根活動を想定するものではない。関

係者による相談、協議による計画策定、実施と考えたい。ザンビア大学のMukuka教授に

よれば、住民の主体性とプロジェクトの持続性には、強い相関関係があるとのことである。

　また、参加型とよばれるアプローチにおいても、ワークショップをはじめ、何らかの

拘束（労働も含む）に対して報酬を渡すもの、及び、そうでないものの２つがある。食

糧難の状況改善のために始まったFood for Workでさえ、物質的な報酬がなければ、何

も行わないという土壌をつくってしまい、その後の参加型開発を難しくしたという報告

がある。一方、Kamangaコンパウンドでは、Irish Aid（住民に報酬を与えていない）が

援助介入を終えたあとも、持続的に住民によって開発がなされている。今回の対象地区

からのモデル地区選定においても、既に介入しているＮＧＯ等援助機関の姿勢（物質的

な報酬の有無）を考慮することが肝要と思われる。



－16－

(10) コミュニティとしての協力の可能性

　個々のコンパウンドにおいて状況は異なるものの、ニーズ、緊急度はいずれも高く、

社会的文化的背景も大差がないとみるむきが多いと理解した。73といわれる部族がコン

パウンド内には居住するが、部族間の争いは顕著でないといわれている。しかし、政治

的複錯をはじめ、宗教等、住民がコミュニティとしてまとまり、住環境改善に協力が行

えるか否かを考慮していく必要がある。

(11) 住民参加型調査

　対象未計画居住区の社会経済分析は、ＬＣＣリサーチユニット主導により、本格調査

開始前に一通り終了する予定である。ニーズ分析には、専門的な見地のほかに、住民へ

のインタビュー、Participatory Rural Appraisal (ＰＲＡ)/ Participatory Learn-

ing Appraisal (ＰＬＡ）や ＰＣＭ等、参加型分析の手法が用いられると想定される

が、既存の情報を十分活用し、重複を避け、精度や内容を検討して行うことが必要であ

る。住民を巻き込む形での現状・ニーズに関する情報収集は、往々にして住民の期待感

を増大させることを念頭に置き、過度の期待を抱かせたり、意欲を喪失させたりするこ

とがないよう配慮する必要がある。　

　

(12) ニーズ

　住民のニーズと専門家が必要と思うものの間には、優先度においてギャップが生じる

場合がある。例えば、ゴミは深刻な問題だと調査団は判断するが、住民からそれが聞か

れなかった。住民のニーズのみを重視するのではなく、十分な情報提供や啓もう等によっ

て住民と対話していくことも大切である。

(13) 評価

　住民の意識ややる気を引き起こし、参加をより大きな度合いで促すために目に見える

早い改善が有効ではあるが、成果を目に見えるもの触れるものに限らず、人々の意識や

態度の変化としてとらえることも必要である。住民が住民代表組織に問題提示をするよ

うになったり、より積極的に組織に参加したり、また、うまくいかないときに解決策を

模索したりと、いろいろなレベル又は観点で変化は確認できると思われる。

　一方で、何らかの変化は裨益者である住民が一番感じるところである。また、事業に

自分がかかわり、その評価を行うということで、オーナーシップ観を強くするといわれ

る。評価には、いろいろな精度があるが、住民による指標抽出、評価の包括が望まれる。
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(14) 社会調査

　慣習、伝統等社会背景を軽視しては、住民の参画を最大に引き出すことはできないう

え、調査に支障を来すことが考えられる。冗談関係とよばれる擬似的な親族（いとこ）

関係や教会組織、学校組織など既存の社会組織をうまく包括していきたい。また、水く

みに従事するのは、女性と子供のみという現状をはじめ、ジェンダー配慮も必要である。

(15) 調査の活用

　本調査は、住民参加による都市住環境改善事業のモデルを策定するものであり、その

事業化が次段階の焦点となる。したがって、調査の段階から事業化の財源として想定さ

れる無償資金協力側と密接に調整しつつ、作業を進める必要がある。なお、事業化に対

する先方の期待が強いため、パイロット事業を実施する際に、草の根無償との連携を図

ることも有効と考えられる。

(16) その他

　「循環型社会インフラ整備」の一環として、バイオ燃料、小規模浄水、小規模下水処

理など、簡易かつレベルの高い適正技術の導入が行えるのではないかと思われる。

　上下水道・衛生・ゴミに関するマスタープラン（Ｍ／Ｐ）の必要性も高い。

２－２－２　本格調査の目的

　ルサカ市の未計画居住区（現段階では、８地区）を対象に、住環境改善を図るため以下を行う。

　　(１) 未計画居住区のアクション・エリア・プランの策定

　　(２) 短期優先計画の策定

　　(３) 行政のためのガイドラインの策定

　開発が持続的なものであるために、(a）財政等の制約要因を考慮した適正水準の社会インフ

ラや、インパクト増大に不可分と考えられる代替社会サービスを考慮した住環境改善、(b）

ＬＣＣ並びにＭＬＧＨの行政能力強化、さらに、(c）改善計画策定、実施、モニタリング、評

価におけるstakeholdersの参画を最大限にするために、ＬＣＣ並びに、住民、ＣＢＯ、ＮＧＯ

等各stakeholdersのネットワーク強化に努めることとする。

■　調査目的に関する補足説明

１) 本調査においては「住環境改善」を、｢住民が享受する社会サービスの質的及び量

的な向上」と定義する。社会サービスの範囲は広く、安全な飲料水、雨期に使用でき

る道路、電気など物理的な施設を通じて供給されるものや、医療・公衆衛生、社会福

祉、教育などの人的サービス、更には生活改善キャンペーンなどの情報や技術の伝達
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などを含むものとする。なお、本調査においては対象とする社会サービスの範囲をあ

らかじめ設定せず、調査の進捗を踏まえ必要に応じて絞り込むものとする。

２) 本調査は手つかずの状態にある未計画居住区の社会サービスの向上を目的とし、財

政的、技術的、社会的に実行可能な計画を策定するものであり、特に、厳しい財政的

制約を踏まえ、地域コミュニティにおける資源動員に焦点をあわせる。具体的には、

政府の部分的な支援を受け地域コミュニティが自らのイニシアティブと負担により社

会サービスを持続的に改善することを促す制度的枠組みを確立するとともに、そのた

めに必要となる地域コミュニティの組織化・活性化（エンパワーメント）及び地方行

政機関の機能強化（キャパシティ・ビルディング）を図る方途を検討する。

３) ｢アクション・エリア・プラン」は、世銀が別途策定する上位の都市計画（ストラ

クチャー・プラン）を踏まえ、個々の未計画居住区単位で作成される社会サービスの

整備に関するＭ／Ｐと定義される。パイロット調査等を通じて実証されたルサカ市と

地域コミュニティのコストシェアリングの枠組みに基づき、本調査が対象とする未計

画居住区全体の整備計画を策定するとともに、行政上のガイドラインを作成する。な

お、アクション・エリア・プランにおいて社会サービスの質とアクセスの水準を設定

する際には、無秩序な都市化を助長しないよう村落地域との均衡を考慮するものとす

る。

４) ｢短期整備計画」においては、アクション・エリア・プランにおいて選定された優

先プロジェクト／プログラムについて、想定される資金ソースを念頭に具体的な事業

化計画を策定する。

２－２－３　調査対象地域

　本調査においてはChazanga、Chiboliya、 Freedom、Kalikiliki、Linda 、Mazyopa、

N'gombe、Old Kanyamaの８か所の未計画居住区を対象とし、調査過程において必要に応じ見

直すものとする。

２－２－４　調査業務の範囲

　本調査は、1998年10月19日にザンビア側と署名、交換したＳ／Ｗ及びＭ／Ｍに基づき実施す

るものであり、コンサルタントは「２－２－５　調査業務の内容」に示す内容の調査を行うも

のとする。なお、Ｓ／Ｗの署名機関はＭＬＧＨ及びＭＦＥＤであるが、本調査の実質的なＣ／Ｐ

はＬＣＣである。
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２－２－５　調査業務の内容

　本調査は次の３段階に分け、実施するものとし、第２、３フェーズの実施の可否及び範囲と

内容は、第１フェーズの第１次現地調査の終了後、その結果を踏まえて改めて検討するものと

する。

●第１フェーズ：現状分析

（(１）国内準備作業～(３）第１次国内作業まで）

　調査対象未計画居住区（８地区）の住環境の現状、及び、ルサカ市並びに未計画居住区の

体制を、ルサカ市全体の現状を踏まえて分析し、調査継続の有意性、社会サービス整備拡充

計画方針を予備的に検討する。また、パイロット調査の実施手法（規模、内容、手法等）を

検討し、その対象とする未計画居住区を選定する。

●第２フェーズ：アクション・エリア・プランの策定

（(４）第２次現地作業～(５）第２次国内作業まで）

　選定された未計画居住区において詳細な調査（ベースライン調査）を行い、一定の基準で

選定されたモデル地区においてパイロット調査を立案、実施する。その結果を評価したうえ

で、８か所の居住区全体の開発計画（アクション・エリア・プラン)、及び行政官が使用す

ることを念頭に置いた実務的な住環境整備のためのガイドラインを作成する。

●第３フェーズ：短期整備計画の策定

（(６）第３次現地作業～(９）第４次国内作業まで）

　アクション・エリア・プランにおいて選定された優先プロジェクト／プログラムについ

て、想定される資金ソースを念頭に具体的な事業化計画を策定する。

第１フェーズ：現状分析

(１) 国内準備作業

１) 関連資料・情報の収集・分析

　事前調査団収集資料、関連資料、並びに住民参加型開発の事例についてレビュー・

分析し、第１次現地調査での作業内容及び重点項目を把握する。現地において、追加

収集する必要のあるものを抽出する。

２) 調査内容、手法、工程及び技術移転手法の予備的検討

　本調査の目的を踏まえ、地方行政機能の強化及びコミュニティの組織化・活性化に

関する調査及び技術移転の範囲・手法を検討する。また、現状分析、パイロット調査
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の計画の策定や評価等の段階における地域住民の参加のあり方を検討する。なお、ル

サカ市の研究部（リサーチ・ユニット)、Resident Development Committee（ＲＤＣ）

等既存の組織を最大限活用するよう留意する。

３) 着手報告書（案）の作成

　調査（全フェーズ）の基本方針、調査方法、工程、調査団構成、担当分野（役割)、

作業フロー等（以下、｢実施方針」とよぶ）について記載する。なお、フェーズ２、３

に関しては、暫定的なものとする。

(２) 第１次現地調査

１) 着手報告書の確定

　着手報告書をザンビア側に対し提示し、協議を踏まえ必要に応じ修正する。また、

関係するドナー及びＮＧＯのコメントについても、必要と判断される場合にはザンビ

ア側の了解を得たうえでレポートにしかるべく反映させる。

２）ルサカ市における社会サービスの現状分析

　以下に例示する都市生活に不可欠な主要社会サービスについて、一般居住区及び未

計画居住区、並びに、都市部と農村部の相対比較を踏まえ現状分析を行う。

　対象とする社会サービスの範囲は現状分析の過程において見直すこととする。

■　対象となる社会サービスの事例

　飲料水、医療・公衆衛生、教育（学校教育及びノンフォーマル教育)、道路、下

水、固形廃棄物処理、生活改善指導（所得創出活動等)、電気、等

３) 対象未計画居住区の現状分析

　本調査が対象とする８か所の未計画居住区の現状を、以下に示す諸点から分析する。

ａ) コミュニティの社会経済構造・状況

　エスニシティ構成、人口静態・動態、就業・所得状況、土地所有（入会地･共有地

の概念を含む)、性差、文化・慣習、政党の活動、等

ｂ) 社会サービス整備状況

　需要、アクセスと質、制度・行政組織、住民組織、ドナー・ＮＧＯ等の援助活動、

等

４) 対象未計画居住区における社会サービス内容･水準の設定

　前項２）及び３）の分析結果に基づき、未計画居住区における財政、技術、制度、

文化・宗教等の各側面から妥当なサービス内容・水準を検討し、その充足に係る制約

要因を抽出する。サービス内容・水準の設定にあたっては、未計画居住区が農村人口
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の流入の場となっている現状を踏まえ、過度の都市化を助長せずにシビルミニマムを

充足するとの観点に特に留意する。

５) 対象未計画居住区における社会サービスに対する需要予測

　２)～４）までの作業結果及び以下の留意事項を踏まえ、対象未計画居住区の中期的

な社会経済フレームを設定したうえで（目標年次2010年)、目標年次における主要な社

会サービスの需要を推計する。また、同様にそれらの整備に関する公的固定資本形成

及び公的サービスの規模を推計し、需要と供給の乖離を分析する。

ａ) 社会経済フレームの設定にあたっては世銀の援助で進められているルサカ市の都市

計画策定作業と緊密に調整する。

ｂ) 社会サービスの供給面の分析については、ドナー、ＮＧＯによる援助事業の趨勢を

ヒアリング等により把握し、的確に反映させる。

６) 住民参加型開発事業の現状分析と有用性及び基本方針の検討

　受益者たる地域コミュニティと政府のコストシェアリングにより実施されている既

往の開発事業の実施状況を以下の諸点に留意しつつ分析する。そのうえで、ルサカ市

未計画居住区において導入し得る住民参加型開発事業の基本的コンセプトを検討し、

具体的な事業のモデル案を作成する。必要に応じて現地再委託により作業を行う。

ａ) 分析対象とする事業は、ルサカ市未計画居住区における事業を中心としつつも、同

国における関連事業を幅広く対象とする。

ｂ) 既往事業の分析については、ルサカ市の行政能力、受益者負担能力、援助事業の制

度的枠組みなどの様々な要素を分析し、制約要因と促進要因（参加型事業の成功要

因）を論理的に導くこととする。

ｃ) ＮＧＯやドナーが支援する既往事業には、コミュニティの内部で事業が完結し、行

政側と接点（インターフェイス）がほとんど存在しないものも多い。本調査の目的の

１つが地方行政と地域コミュニティの連携の枠組みの構築にあることから、これら既

往事例を踏まえ、地域行政とコミュニティの関係のあり方を検討する。

ｄ) 地域コミュニティの組織化・活性化は、単に政府が賄いきれない社会サービスの充

足や効果的な維持管理のための手段にはとどまらない。同国における従来の参加型開

発事業は、ともすると特定インフラ案件の維持管理組織の構築など個別事業・分野単

位で完結しており、住民組織の持続性と発展性に乏しい。この点を踏まえ、基本コン

セプト及びモデル案の作成にあたり、分野・事業横断的に社会サービスの整備に取り

組み得る住民組織を検討する。

７) 対象未計画居住区における社会サービスの整備に係る基本方針の策定

　前頁５）及び６）の検討結果を踏まえ、対象未計画居住区における社会サービスの
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整備に関する基本方針を次の点に留意しつつ取りまとめる。

ａ) 社会サービスの整備に関する行政と地域コミュニティの役割分担

ｂ) 地域住民の負担範囲に関する行政の関与（インターベンション）のあり方

ｃ) 前項を行うための行政の機能強化の方策

ｄ) 地域コミュニティの組織化・活性化の方策

　とりわけ、地域コミュニティが主体的に取り組む社会サービス整備活動における、

行政のインターベンションのあり方は本調査の焦点である。ここで、行政のインター

ベンションとは、ある社会サービスの整備を地域コミュニティが自らの負担により行

うにあたり、当該コミュニティを組織化・活性化したり、地域コミュニティにおいて

負担し得ない部分を補うことなどにより、その社会サービスの整備を促進することを

目的に行われる行政側の様々な活動と定義される。行政のインターベンションのオプ

ションとしては次に例示するものが考えられる。５）及び６）の検討結果を踏まえ、

同市未計画居住区の社会サービスの改善に効果を有し、持続的に実施可能なオプショ

ンを検討するものとする。

　なお、調査団はインターベンションの様々なオプションを第２フェーズのパイロッ

ト調査において現地再委託調査により試行し、その有効性を検証する。ただし、以下

に例示するインターベンションのうち、補助金等の金銭の交付は、現地再委託調査の

枠組みにおいては対応し得ない。よって、資金確保の方法を検討することとする。

■　行政によるインターベンションのオプションの事例

　●整備した施設の管理運営業務の委託

　●補助金・助成金の交付／資材の現物供与

　●有償の技術サービスの提供（医療サービス等）

　●無償の技術サービスの提供（公衆衛生、栄養改善指導等）

　●技術研修、リーダーシップ研修等の実施

　●情報提供（啓もう普及活動）

８) パイロット調査の実施方針の検討

　前項７）の基本方針を具体化、検証するために第２フェーズにおいて実施するパイ

ロット調査のスコープ（目的、内容、手法、規模、工程等）を、ザンビア側の実施体

制及び現地再委託先の能力等を踏まえて検討する。

９) パイロット調査を実施する未計画居住区の選定基準の作成

　第２フェーズにおいてパイロット調査を行う未計画居住区の選定基準を、ＬＣＣ及

びＭＬＧＨとの協議を踏まえ作成する。
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10) 第２、３フェーズの実施方針の予備的検討

　着手報告書の第２、３フェーズの実施方針・計画を予備的に検討する。

11) 第２、３フェーズの実施計画検討資料の作成

　国内準備作業並びに第１次現地調査の結果とともに、未計画居住区選定のための基

準や理由等を包括した資料を作成する。

(３) 第１次国内作業

１) 第２、３フェーズの実施計画の検討

　第１フェーズの実施結果を踏まえて、事業規模をＪＩＣＡとの協議を基に決定した

うえで、具体的な実施計画を策定する。また、第３フェーズの実施計画を再検討する。

２) パイロット調査の対象未計画居住区の選定

　(２）９）において設定した選定基準に基づき、パイロット調査を実施する未計画居

住区を３か所選定する。また、パイロット調査の１件当たりの規模やキャッチメント・

エリア（パイロット調査の活動が及ぶ範囲）を考慮のうえ、３か所の未計画居住区に

おいてパイロット調査を実施する地区数を設定する。対象地区数の設定は、未計画居

住区全体に適用するモデルを効率的に開発するうえで必要な最少限度の数とする。な

お、具体的な対象地区は第２フェーズのベースライン調査により決定する。

３) 中間報告書１の作成

　国内準備作業並びに第１次現地調査の結果とともに、未計画居住区選定のための基

準や理由、及び、１）及び２）の検討結果を中間報告書１として作成する。

第２フェーズ：アクション・エリア・プランの策定

(４) 第２次現地作業

１) モデル未計画居住区におけるベースライン調査

　項目（３）２）で選定された３か所の未計画居住区（以下「モデル未計画居住区」

とよぶ）について、現状を詳細に把握するためにベースライン調査を実施する。既に

項目（２）３）において実施済みの未計画居住区の現況調査の結果を活用し、調査の

重複を避ける。

　また、ベースライン調査の結果はパイロット調査終了後に、その効果を測定するた

めの比較指標として活用されるため、調査項目の設定やデータを集計する地区単位の

設定にあたり、パイロット調査の前後での変化を的確に比較し得るよう十分留意する。

例えば、調査項目については、地域住民の意識の変化など定性的なデータを調査対象

に加えることとする。
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２) モデル未計画居住区の地形図の作成

　３か所のモデル未計画居住区の地形図の作成の要否、縮尺、仕様を第１フェーズの

結果を踏まえ検討する。作成する場合には現地再委託により行う。

３) パイロット調査実施対象地区の選定

　ベースライン調査の結果に基づき、パイロット調査を実施する地区（以下「モデル

地区」とよぶ）を、項目（３）２）において設定した数の範囲内で選定する。

４) パイロット調査の実施計画の策定

５) パイロット調査の実施・モニタリング

６) パイロット調査の評価

　項目（２）８）において検討した実施方針に基づき、各モデル地区単位でパイロッ

ト調査の内容を以下の点に留意しつつ検討し、実施計画を策定したうえで実施し、そ

の結果を評価分析する。

■　留意点

ア　様々なモデルの実効性を検証し得るよう、各パイロット調査を構成する変数＊

が多様なものとなるよう留意する。

＊対象分野（社会サービス)、政府のインターベンションのオプション、規模

（インターベンションの事業規模、対象人口）等

イ　パイロット調査の一環で実施される各種研修や施設の整備等は、現地再委託に

より行う。

■　パイロット調査の参考骨子／工程案＊　

＊　以下の骨子／工程案は、あくまで参考である。

ア　準備段階

　　調査団は、改めて合意した実施方針に基づき、パイロット調査の枠組みを設定

し、各モデル地区においてパイロット調査のオリエンテーションと地域コミュニ

ティの組織化・活性化を目的として、ワークショップを行う。また、各モデル地

区の代表者を対象にリーダーシップ研修を行う。併せてＬＣＣの行政官に対して

も同様のオリエンテーションと研修を行う。

イ　計画段階

　　(３）１）を踏まえ、各モデル地区のパイロット調査のスコープ（対象事業の

分野、内容等)、工程を、原則的に地域コミュニティのニーズとイニシアティブに

基づき決定する。これは、受益者たる地域コミュニティにイニシアティブと負担

を求めつつ、社会サービスの整備を進めるための制度的枠組みの確立を目的とす
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る本調査の趣旨を踏まえたものである。なお、地域コミュニティのオーナーシッ

プ意識を損なわない範囲内において、調査団が計画策定作業を支援する。

　　ＬＣＣは、地域コミュニティが自ら取りまとめた計画案と行政側の支援に対す

る申請に基づき、地域コミュニティと十分にコミュニケーションをとりながら、

調査団の支援を受け、適切なインターベンションの内容を検討し、実施案として

取りまとめる。

ウ　実施段階

　　地域コミュニティのイニシアティブと負担に応じ、ＬＣＣが策定したインター

ベンションを調査団が現地再委託により実施する。飲料水や道路の整備のような

施設整備に際して必要となる自然条件調査はインターベンションの一環として実

施する。パイロット調査の円滑な進行を担保するために、調査団において的確に

モニタリングを行う。

エ　評価段階

　　個々のパイロット調査の実施状況を多角的に分析するとともに、その地域コ

ミュニティに対する様々なインパクトを測定するために、当該モデル地区におい

てベースライン調査の調査項目を改めて調査する。また、現地再委託による評価

も分析する。

７) 未計画居住区の社会サービス整備に関する基本方針の見直し

　前項（６）の結果に基づき、項目（２）７）で検討した未計画居住区における社会

サービス整備に関する基本方針を見直す。

８) 進捗報告書の作成

　第２フェーズ１)～７）までを包括する進捗報告書を作成する。

９) 未計画居住区の社会サービス整備に関するガイドラインの作成

　７）において見直した基本方針を、ザンビア側と緊密に協議しつつ、また必要に応

じ関係援助機関及びＮＧＯの意見を反映しつつ、具体的な政策ガイドラインとして取

りまとめる。

10) 未計画居住区の社会サービス整備に関するアクション・エリア・プランの策定

　７）及び８）を踏まえ、未計画居住区８か所の各々について、主要な社会サービス

の整備に関するアクション・エリア・プラン（Ｍ／Ｐ）を目標年次を2010年として策

定する。同計画は暫定的に以下の項目を含むものとするが、第１フェーズの実施結果

に基づき、改めて再検討する。
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ａ　社会サービス整備計画

ｂ　行政能力強化計画（参加型整備事業の導入に関する制度・組織の整備を含む）

ｃ　概算事業費

ｄ　経済分析

ｅ　初期環境調査（ＩＥＥ）

ｆ　事業実施計画・短期整備計画対象案件の選定

　同計画の策定にあたっては次の点に留意することとする。

ａ) アクション・エリア・プランは基本的に社会サービス整備のための地域コミュニ

ティの活動に対するＬＣＣのインターベンション事業の枠組みを示すものであり、具

体的なアウトプットはプログラム案件が主体となる（助成事業や技術サービスは「プ

ログラム」として位置づける)。

ｂ) 前項にかかわらず、基幹的インフラとしてＬＣＣ又は国が直接整備すべきプロジェ

クト案件については、財源の制約を考慮しつつ、必要不可欠なものに絞り込み、計画

を策定する。

ｃ) ８）において検討したガイドラインに基づき制度・組織面の改革案をまとめ、以上

のような財政支出を伴うプログラム／プロジェクトと一体のパッケージとして提案す

る。

11) 技術移転セミナー（１）の実施

　パイロット調査の評価結果、ガイドライン及びエリア・アクション・プランを、広く

ザンビア側関係者に周知するとともに、これらに対する多様なコメントを聴取すること

を目的として技術移転セミナーを実施する。

(５) 第２次国内作業

１) 短期整備計画対象案件の選定

　客観的な選定基準を設定したうえで、アクション・エリア・プランから優先的に取

り組むべき短期整備計画対象案件を選定する。

２) 短期整備計画実施方針の検討

　想定される具体化の形態を念頭に置き、具体化段階の関係部局との協議により実現

のために必要とされる計画内容及び精度等を検討したうえで、短期整備計画の策定方

針を作成する。

　なお、具体化の形態としては、ザンビア側の自己資金とともに海外からの援助とし

て、一般無償資金協力、無償資金協力見返り資金等の我が国の無償資金協力のほか、

我が国の技術協力（開発福祉支援事業、専門家派遣、青年海外協力隊等）や国際機関
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の融資などを想定する。これらのオプションのいずれが妥当かは、対象となるプログ

ラム／プロジェクトにより異なるものと考えられ、きめ細かい対応が必要となること

から＊、パイロット調査の実施時及び第２次国内作業において十分検討する。

＊例えば、１つのインターベンション・プログラムの実施に、助成資金は国際機関、

助成資材は我が国資金協力、技術指導は我が国技術協力、プログラム全体のマネー

ジメントは自己資金等の複合的なパッケージも想定される。

３) 中間報告書２の作成

　第２次現地調査及び第２次国内作業の結果を中間報告書２として取りまとめる。

第３フェーズ：短期整備計画の策定

(６) 第３次現地作業

１) 未計画居住区全体の社会サービスの整備に関する短期整備計画の策定

　項目（４）10）において選定された優先案件について以下の項目を含む短期整備計画

を策定する。自然条件調査、設計、積算等の範囲・精度については、第１フェーズ終了

後の見直し時に改めて検討するものとする。

ａ) 自然条件調査（土質・地質調査、測量、物理探査等）

ｂ) 整備計画の策定（必要に応じて概略設計を含む）

ｃ) 事業費積算

ｄ) 経済・財務分析

ｅ) 環境影響評価（ＥＩＡ）

ｆ) 事業実施計画

２) 行政側及び地域コミュニティ側のマニュアル案の作成

　未計画居住区における社会サービスの整備について、地域コミュニティのイニシア

ティブを適切に引き出しつつ社会サービスの整備を進めていくために、ガイドライン

及びアクション・エリア・プランに基づき、ＬＣＣの担当者及びコミュニティ・リー

ダー（ＲＤＣ所属者等）のための実務的なマニュアルを作成する。

(７) 第３次国内作業

１) 総合提言

２) 最終報告書案の作成

(８) 第４次現地調査

１) 最終報告書案の説明、協議
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２) 技術移転セミナー（２）の実施

　項目（６）２）で作成したマニュアルに基づき、ＬＣＣ職員及びコミュニティ・リー

ダーを対象として研修プログラムを試行する。なお、短期整備計画の具体化の目途が

得られている場合には、同計画の実施促進の観点から研修計画を設定する。

　本セミナーの結果を踏まえ、マニュアルを適宜修正する。

(９) 第４次国内作業

１) 最終報告書の作成

　最終報告書案に対するザンビア側のコメントに基づき適宜修正し、最終報告書を作

成する。

２－２－６　調査報告書

　次の成果品を作成する。記載事項及び部数は以下のとおりとする（詳細な記載事項は前項

「２－２－５　調査業務の内容」を参照)。

(１) 調査報告書

１) 着手報告書

ア) 記載事項：基本方針、調査方法、作業工程、要因計画等

イ) 部　　数：英文30部（うち先方政府へ20部）

２) 中間報告書１

ア) 記載事項：第１次現地調査成果に国内作業の成果を加えたもの等

イ) 提出時期：第１次国内作業終了時

ウ) 部　　数：英文30部（うち先方政府へ20部）

３) 進捗報告書

ア) 記載事項：第２次現地作業の（４）１)～７）等

イ) 提出時期：第２次現地調査（４）７）終了時

ウ) 部　　数：英文30部（うち先方政府へ20部）

４) 中間報告書２

ア) 記載事項：第２次現地調査の成果等

イ) 提出時期：第２次現地調査終了時

ウ) 部　　数：英文30部（うち先方政府へ20部）

５) 最終報告書案

ア) 記載事項：調査の全成果等

イ) 提出時期：第３次国内作業終了時
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２－２－８　業務量の目途

(１) 業務量の目途

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人月業務量（Ｍ／Ｍ）

現地 国内 合計

第１年次 14.0 1.5 15.5

第２年次 13.0 1.0 14.0

第３年次 22.5 3.0 25.5

総　　計 49.5 5.5 55.0

(２) 調査分野

　本調査には以下の分野を担当する団員を参加させることを基本とする。

①総括／コミュニティ開発／制度・組織

②都市計画

③財務経済分析／事業経営／社会経済フレーム

④住民参加型開発／社会調査

⑤給水施設計画・設計

⑥生活関連インフラ整備計画（道路、排水等）

⑦都市衛生／環境

⑧生活改善活動
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